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報告第１号 

 

   平成２６年度健全化判断比率及び資金不足比率について 

 

 地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年法律第９４号）第３条第

１項及び第２２条第１項の規定に基づき、平成２６年度における健全化判断比率及

び資金不足比率について、監査委員の意見書を付して報告する。 

 

 

   平成２７年９月１４日提出 

 

 

江差町長 照 井 誉之介 
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健全化判断比率報告書 
 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項の規定により、平成２６年

度の健全化判断比率を次のとおり報告します。 

 

 

記 

 

（単位：％） 

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率 

－ 

（１５．００） 

－ 

（２０．００） 

１４．９ 

（２５．０） 

 ９５．１ 

（３５０．０） 
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資金不足比率報告書 
 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第２２条第１項の規定により、平成２６

年度の資金不足比率を次のとおり報告します。 

 

 

記 

 

特別会計の名称 資金不足比率（％） 備  考 

水道事業会計 －  

公共下水道事業特別会計 －  

公設地方卸売市場事業特別会計 －  

港湾整備事業特別会計 －  
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7



8



9



10



11



12



13
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報告第２号 

 

   平成２６年度江差町一般会計継続費精算報告書について 

 

 平成２６年度江差町一般会計継続費について、別紙のとおり精算したので、地方

自治法施行令第１４５条第２項の規定によりこれを報告する。 

 

 

   平成２７年９月１４日提出 

 

 

江差町長 照 井 誉之介 
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議案第１号 
 

江差町個人情報保護条例の一部を改正する条例について 
 
江差町個人情報保護条例の一部を、次のように改正するものとする。 

 
 

平成２７年９月１４日提出 
 
 

江差町長 照 井 誉之介 
 
 
 

提案理由 

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成２

５年法律第２７号）の施行に伴い、江差町個人情報保護条例を改正するもの。 
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江差町個人情報保護条例の一部を改正する条例 

 

江差町個人情報保護条例（平成１３年条例２号）の一部を次のように改正する。 

 

目次中「・第８条」を「―第８条の４」に、「第２３条」を「第２３条の２」に改める。 

 

第１条中「個人情報の」を「個人情報（個人情報に該当しない特定個人情報を含む。以下

この条において同じ。）の」に改める。 

 

第２条中第３号を第６号とし、第２号を第５号とし、第１号の次に次の３号を加える。 

（２） 特定個人情報 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関

する法律（平成２５年法律第２７号。以下「番号法」という。）第２条第８項に規定す

る特定個人情報をいう。 

（３） 情報提供等記録 番号法第２３条第１項及び第２項に規定する記録に記録された

特定個人情報をいう。 

（４） 特定個人情報ファイル 番号法第２条第９項に規定する特定個人情報ファイルを

いう。 

 

第３条中「個人情報の保護に関し」を「個人情報（個人情報に該当しない特定個人情報を

含む。以下この条から第５条までにおいて同じ。）の保護に関し」に改める。 

 

第２章第１節中第８条の次に次の３条を加える。 

（特定個人情報保護評価） 

第８条の２ 実施機関は、特定個人情報保護評価に関する規則（平成２６年特定個人情報保

護委員会規則第１号）第７条第４項に規定する場合においては、同項の規定により、審査

会の意見を聴くものとする。 

（特定個人情報ファイルの保有等に関する事前通知） 

第８条の３ 実施機関は、特定個人情報ファイルを保有しようとするときは、あらかじめ、

審査会に対し、次に掲げる事項を通知しなければならない。通知した事項を変更しようと

するときも、同様とする。 

（１） 特定個人情報ファイルの名称 

（２） 当該実施機関の名称及び特定個人情報ファイルが利用に供される事務をつかさど

る組織の名称 

18



（３） 特定個人情報ファイルの利用目的 

（４） 特定個人情報ファイルに記録される項目（以下この条及び次条において「記録項

目」という。）及び本人（他の個人の氏名、生年月日その他の記述等によらないで検索

し得る者に限る。次項第８号において同じ。）として特定個人情報ファイルに記録され

る個人の範囲（以下この条及び次条において「記録範囲」という。） 

（５） 記録情報（特定個人情報ファイルに記録される特定個人情報をいう。以下この条

及び次条において同じ。）の収集方法 

（６） 記録情報を当該実施機関以外の者に経常的に提供する場合には、その提供先 

（７） 次条第３項の規定に基づき、記録項目の一部若しくは第５号若しくは前号に掲げ

る事項を特定個人情報ファイル簿に記載しないこととするとき、又は特定個人情報ファ

イルを特定個人情報ファイル簿に掲載しないこととするときは、その旨 

（８） 第１４条第１項又は第２１条第１項の規定による請求を受理する組織の名称及び

所在地 

（９） 当該特定個人情報の訂正又は利用の停止、消去若しくは提供の停止に関して法令

等規定により特別の手続が定められているときは、その旨 

（１０） その他実施機関が定める事項 

２ 前項の規定は、次に掲げる特定個人情報ファイルについては、適用しない。 

（１） 租税に関する法律の規定に基づく犯則事件の調査のために作成し、又は取得する

特定個人情報ファイル 

（２） 実施機関の職員又は職員であった者に係る特定個人情報ファイルであって、専ら

その人事、給与若しくは福利厚生に関する事項又はこれらに準ずる事項を記録するもの

（実施機関が行う職員の採用試験に関する特定個人情報ファイルを含む。） 

（３） 専ら試験的な電子計算機処理の用に供するための特定個人情報ファイル 

（４） 前項の規定による通知に係る特定個人情報ファイルに記録されている記録情報の

全部又は一部を記録した特定個人情報ファイルであって、その利用目的、記録項目及び

記録範囲が当該通知に係るこれらの事項の範囲内のもの 

（５） １年以内に消去することとなる記録情報のみを記録する特定個人情報ファイル 

（６） 資料その他の物品若しくは金銭の送付又は業務上必要な連絡のために利用する記

録情報を記録した特定個人情報ファイルであって、送付又は連絡の相手方の氏名、住所

その他の送付又は連絡に必要な事項のみを記録するもの 

（７） 職員が学術研究の用に供するためその発意に基づき作成し、又は取得する特定個
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人情報ファイルであって、記録情報を専ら当該学術研究の目的のために利用するもの 

（８） 本人の数が実施機関が定める数に満たない特定個人情報ファイル 

（９） 第２号から前号までに掲げる特定個人情報ファイルに準ずるものとして実施機関

が定める特定個人情報ファイル 

（１０） 電子計算機による検索を用いないで特定の特定個人情報を容易に検索すること

ができるように体系的に構成された特定個人情報ファイル 

３ 実施機関は、第１項に規定する事項を通知した特定個人情報ファイルについて、当該実

施機関がその保有をやめたとき、又はその特定個人情報ファイルが前項第８号に該当する

に至ったときは、遅滞なく、審査会に対しその旨を通知しなければならない。 

（特定個人情報ファイル簿の作成及び公表） 

第８条の４ 実施機関は、実施機関が定めるところにより、当該実施機関が保有している特

定個人情報ファイルについて、それぞれ前条第１項第１号から第６号まで、第８号及び第

９号に掲げる事項その他実施機関が定める事項を記載した帳簿（第３項において「特定個

人情報ファイル簿」という。）を作成し、公表しなければならない。 

２ 前項の規定は、次に掲げる特定個人情報ファイルについては、適用しない。 

（１） 前条第２項第１号から第９号までに掲げる特定個人情報ファイル 

（２） 前項の規定による公表に係る特定個人情報ファイルに記録されている記録情報の

全部又は一部を記録した特定個人情報ファイルであって、その利用目的、記録項目及び

記録範囲が当該公表に係るこれらの事項の範囲内のもの 

（３） 前号に掲げる特定個人情報ファイルに準ずるものとして実施機関が定める特定個

人情報ファイル 

３ 第１項の規定にかかわらず、実施機関は、記録項目の一部若しくは前条第１項第５号若

しくは第６号に掲げる事項を特定個人情報ファイル簿に記載し、又は特定個人情報ファイ

ルを特定個人情報ファイル簿に掲載することにより、利用目的に係る事務の性質上、当該

事務の適正な遂行に著しい支障を及ぼすおそれがあると認めるときは、その記録項目の一

部若しくは事項を記載せず、又はその特定個人情報ファイルを特定個人情報ファイル簿に

掲載しないことができる。 

 

第９条の見出し中「（利用及び提供の制限）」を「（特定個人情報以外の個人情報の利用

及び提供の制限）」に改め、同条第１項中「、個人情報」の次に「（特定個人情報を除く。

以下この条において同じ。）」を加え、同条の次に次の１条を加える。 
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（特定個人情報の利用の制限） 

第９条の２ 実施機関は、特定個人情報を取り扱う事務における特定個人情報の利用目的以

外の目的のために特定個人情報を当該実施機関の内部において利用してはならない。ただ

し、実施機関は、個人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、本

人の同意があり、又は本人の同意を得ることが困難であるときに該当すると認めるときは、

特定個人情報を取り扱う事務における特定個人情報の利用目的以外の目的のために特定個

人情報（情報提供等記録を除く。以下この条において同じ。）を自ら利用することができ

る。 

２ 実施機関は、前項ただし書の規定により特定個人情報を特定個人情報を取り扱う事務に

おける特定個人情報の利用目的以外の目的のために利用するときは、当該特定個人情報に

係る本人又は第三者の権利利益を不当に侵害することのないようにしなければならない。 

３ 第１項ただし書及び前項の規定は、特定個人情報の利用を制限する法令等の規定の適用

を妨げるものではない。 

４ 実施機関は、個人の権利利益を保護するため特に必要があると認めるときは、特定個人

情報の利用目的以外の目的のための実施機関の内部における利用を特定の部局又は機関に

限るものとする。 

 

第１０条中「個人情報の」を「個人情報（特定個人情報を除く。）の」に改める。 

 

第１１条各号列記以外の部分中「個人情報」の次に「（個人情報に該当しない特定個人情

報を含む。以下この条（第３号を除く。）及び次条において同じ。）」を加える。 

 

第１４条第１項中「個人情報」の次に「（個人情報に該当しない特定個人情報を含む。以

下この章（次項及び第２４条を除く。）において同じ。）」を加え、同条第２項を次のよう

に改める。 

２ 次の各号に掲げる者（以下「法定代理人等」という。）は、本人に代わって当該各号に

定める区分に応じ、開示請求をすることができる。ただし、本人が反対の意思を表示した

ときは、この限りでない。 

（１） 未成年者若しくは成年被後見人の法定代理人又は当該職務を行う上で本人から本

人の個人情報開示請求の委任を受けた弁護士 自己に係る個人情報（特定個人情報を除

く。） 
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（２） 未成年者若しくは成年被後見人の法定代理人又は本人の委任による代理人 自己

に係る特定個人情報 

 

第１６条第１項及び第１７条中「１４日以内」の次に「（特定個人情報に係る開示請求に

あっては、開示請求があった日から３０日以内）」を加える。 

 

第２０条第２項中「実施機関」を「種別、情報化の進展状況等を勘案して実施機関」に改

める。 

 

第２３条第１項中「３０日以内」の次に「（特定個人情報に係る訂正請求にあっては、訂

正請求があった日から３０日以内）」を加え、第３章第３節中同条の次に次の１条を加える。 

（情報提供等記録の提供先等への通知） 

第２３条の２ 実施機関は、訂正請求に対する決定に基づく情報提供等記録の訂正の実施を

した場合において、必要があると認めるときは、総務大臣及び番号法第１９条第７号に規

定する情報照会者又は情報提供者（当該訂正に係る番号法第２３条第１項及び第２項に規

定する記録に記録された者であって、当該実施機関以外のものに限る。）に対し、遅滞な

く、その旨を書面により通知するものとする。 

 

第２６条第１項中「個人情報」の次に「（個人情報に該当しない特定個人情報を含む。以

下この条において同じ。）」を加える。 

 

第２８条中「第２７条」を「前条」に改める。 

 

第３１条第４項中「第３２条」を「次条」に改める。 

 

第３９条第１項第２号中「個人情報」の次に「（個人情報に該当しない特定個人情報を含

む。）」を加える。 

 

第４０条第１項中「個人情報」の次に「（特定個人情報を除く。）」を加える。 

 

   附 則 
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(施行期日) 

１ この条例は、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律

(平成２５年法律第２７号。以下「番号法」という。)附則第１条第４号に掲げる規定の施

行の日(平成２８年１月１日)から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号

に定める日から施行する。 

 (1) 第８条の次に３条を加える改正規定(第８条の２及び第８条の３に係る部分に限る。)

及び第３項の規定 公布の日 

 (2) 第２３条の次に１条を加える改正規定 番号法附則第１条第５号に掲げる規定の施

行の日 

(経過措置) 

２ この条例の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。 
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議案第２号 

 

江差町手数料条例の一部を改正する条例について 

 

江差町手数料条例の一部を、次のように改正するものとする。 

 

 

平成２７年９月１４日提出 

 

 

江差町長 照 井 誉之介 

 

 

 

提案理由 

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平

成２５年法律第２７号）の施行に伴い、江差町手数料条例を改正するもの。 
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江差町手数料条例の一部を改正する条例 

 

第１条 江差町手数料条例（平成１６年条例第６号）の一部を次のように改正する。 

 

別表第２中 

「 

手数料を徴収する事務 単位 金額 

略  

住民基本台帳法施行令（昭和４２年政令第２９２号）第３０条の１

７第１項の規定に基づく住民基本台帳カードの再交付または同令第

３０条の１８第１項の規定に基づく新たな住民基本台帳カードの交

付（町長が特に必要と認める場合のものを除く。） 

１枚につき ５００円

戸籍の附票に記載をした事項に関する証明書の交付 １通につき ３５０円

略  

                                              」 

を 

「 

手数料を徴収する事務 単位 金額 

略  

住民基本台帳法施行令（昭和４２年政令第２９２号）第３０条の１

７第１項の規定に基づく住民基本台帳カードの再交付または同令第

３０条の１８第１項の規定に基づく新たな住民基本台帳カードの交

付（町長が特に必要と認める場合のものを除く。） 

１枚につき ５００円

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関す

る法律の規定による通知カード及び個人番号カード並びに情報提供

ネットワークシステムによる特定個人情報の提供等に関する省令

(平成２６年総務省令第８５号)第１１条第１項第１号又は第３号か

ら第７号までの規定に基づく通知カードの再交付（町長が特に必要

と認める場合のものを除く。）  

１枚につき ５００円

戸籍の附票に記載をした事項に関する証明書の交付 １通につき ３５０円

略  

                                              」 

に改める。 
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第２条 江差町手数料条例の一部を次のように改正する。 

 

別表第２中 

「 

手数料を徴収する事務 単位 金額 

略  

住民基本台帳法第２０条第１項の規定に基づく戸籍の附票の写しの

交付 

１通につき ３００円

住民基本台帳法第３０条の４４第１項の規定に基づく住民基本台帳

カードの交付 

１枚につき ５００円

住民基本台帳法施行令（昭和４２年政令第２９２号）第３０条の１

７第１項の規定に基づく住民基本台帳カードの再交付または同令第

３０条の１８第１項の規定に基づく新たな住民基本台帳カードの交

付（町長が特に必要と認める場合のものを除く。） 

１枚につき ５００円

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関す

る法律の規定による通知カード及び個人番号カード並びに情報提供

ネットワークシステムによる特定個人情報の提供等に関する省令

(平成２６年総務省令第８５号)第１１条第１項第１号又は第３号か

ら第７号までの規定に基づく通知カードの再交付（町長が特に必要

と認める場合のものを除く。）  

１枚につき ５００円

戸籍の附票に記載をした事項に関する証明書の交付 １通につき ３５０円

略  

                                              」 

 を 

「 

手数料を徴収する事務 単位 金額 

略  

住民基本台帳法第２０条第１項の規定に基づく戸籍の附票の写しの

交付 

１通につき ３００円

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関す

る法律の規定による通知カード及び個人番号カード並びに情報提供

ネットワークシステムによる特定個人情報の提供等に関する省令

(平成２６年総務省令第８５号)第１１条第１項第１号又は第３号か

ら第７号までの規定に基づく通知カードの再交付（町長が特に必要

と認める場合のものを除く。） 

１枚につき ５００円

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関す

る法律の規定による通知カード及び個人番号カード並びに情報提供

ネットワークシステムによる特定個人情報の提供等に関する省令第

28条第1項の規定に基づく個人番号カードの再交付又は行政手続に

おける特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律施行

令(平成26年政令第155号)第15条第2項から第4項までの規定に基づ

く個人番号カードの返納後の個人番号カードの再交付（町長が特に

必要と認める場合のものを除く。） 

１枚につき ８００円

戸籍の附票に記載をした事項に関する証明書の交付 １通につき ３５０円

略  

                                            」 

に改める。 

 

附 則 

この条例中第１条の規定は平成２７年１０月５日から、第２条の規定は平成２８年１月１日から施行

する。 
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議案第３号 

 

平成２７年度江差町一般会計補正予算（第６号）について 

 

平成２７年度江差町一般会計補正予算（第６号）は、次に定めるところによる。 

 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に、それぞれ９７，９３７千円を追加し、歳入歳出予算の

総額を歳入歳出それぞれ５，１４６，７３３千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分毎の金額並びに補正後の歳入歳出予

算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

（地方債の補正） 

第２条 地方債の追加及び変更は、「第２表 地方債補正」による。 

 

 

平成２７年９月１４日提出 

 

 

江差町長 照 井 誉之介 

 

 

 

   提案理由 

 平成２７年度江差町一般会計補正予算の調整後に生じた事由に基づいて、既定の予算

に追加、減額、その他変更をする必要が生じたことによる。 
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（単位：千円）

款 目 国庫支出金 道支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

総務費 一般管理費
社会保障・税番号制度
に係るVPN装置設定

270 270

総務費 財産管理費
未利用町有地等売却
促進対策

7,099 7,099

総務費 企画費
ふるさと応援寄附金対
策

8,893 5,000 3,893

総務費 諸費
平成26年度障害者自
立支援給付費国庫・道
費負担金返還

3,755 3,755

総務費
戸籍住民登
録費

社会保障・税番号制度
に係る個人番号カード
交付事務

268 268

総務費
戸籍住民登
録費

社会保障・税番号制度
に係る個人番号カード
等印刷システム導入

1,093 1,093

衛生費 環境衛生費 海岸漂着物対策推進 819 737 82

農林水産
業費

水産業振興
費

江差地域漁業振興緊
急対策（ナマコ養殖試
験種苗購入補助）

2,120 1,060 1,060

農林水産
業費

水産業振興
費

ナマコ養殖育成施設
（浮沈式生簀）整備事
業補助

5,000 2,500 2,500

農林水産
業費

水産業振興
費

ナマコ増殖施設（浮体
式筏施設）整備事業補
助

4,000 2,000 2,000

土木費 道路維持費 町道除雪対策 32,339 32,339

土木費 道路維持費
JR江差線廃線に伴う道
路整備概略調査設計

3,003 3,003

土木費
道路新設改
良費

町道江差中学校通り改
良舗装

27,182 10,000 17,182

土木費 住宅管理費
町営住宅南が丘第1団
地耐力度調査

1,275 637 638

教育費
（小学校費）
学校管理費

南が丘小学校多目的
ホール床暖房ボイラー
改修

821 821

97,937 905 6,297 10,000 5,000 75,735計

平成２７年度　一般会計補正予算構成表

科目
事業名 補正額

財源内訳
備考
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第１表　歳入歳出予算補正
歳  入 単位：千円

款 項 補正前の額 補 正 額 　　計　　

歳 入 合 計

13国 庫 支 出 金 409,531 905 410,436

 2国 庫 補 助 金 89,548 905 90,453

14道 支 出 金 282,051 6,297 288,348

 2道 補 助 金 55,053 6,297 61,350

16寄 附 金 5,288 5,000 10,288

 1寄 附 金 5,288 5,000 10,288

18繰 越 金 74,853 60,290 135,143

 1繰 越 金 74,853 60,290 135,143

20町 債 438,652 25,445 464,097

 1町 債 438,652 25,445 464,097

5,048,796 97,937 5,146,733
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歳  出 単位：千円

款 項 補正前の額 補 正 額 　　計　　

歳 出 合 計

 2総 務 費 726,043 21,378 747,421

 1総 務 管 理 費 660,177 20,017 680,194

 3戸 籍 住 民 登 録 費 21,111 1,361 22,472

 4衛 生 費 414,910 819 415,729

 1保 健 衛 生 費 414,910 819 415,729

 6農 林 水 産 業 費 155,658 11,120 166,778

 3水 産 業 費 24,357 11,120 35,477

 8土 木 費 332,293 63,799 396,092

 2道 路 橋 梁 費 87,456 62,524 149,980

 6住 宅 費 39,584 1,275 40,859

10教 育 費 516,087 821 516,908

 2小 学 校 費 104,002 821 104,823

5,048,796 97,937 5,146,733
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（追加） 単位：千円

限度額 起債の方法 利率 償還の方法

（変更） 単位：千円

限度額 起債の方法 利率 償還の方法

第２表　地方債補正

10,000

借入先の貸付条件による。
ただし、財政上の都合によ
り償還年限を短縮し、また
は低利に借り換えることが
できる。

証書借入

5.0％以内
（ただし、利率見直し
方式で借り入れる資金
について、利率の見直
しを行った後において
は、当該見直し後の利
率）

起債の目的

町道江差中学校通
り改良舗装

起債の目的

変
更
前

臨時財政対策
債

173,252 証書借入

5.0％以内
（ただし、利率見直し
方式で借り入れる資金
について、利率の見直
しを行った後において
は、当該見直し後の利
率）

借入先の貸付条件による。
ただし、財政上の都合によ
り償還年限を短縮し、また
は低利に借り換えることが
できる。

変
更
後

188,697 同　上 同　上 同　上
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（１）総括

歳入歳出補正予算事項別明細書

（歳入）
単位：千円

款 　 　 計 　 　　 補 正 額 　補 正 前 の 額

歳 入 合 計

１３

１４

１６

１８

２０

国 庫 支 出 金

道 支 出 金

寄 附 金

繰 越 金

町 債

409,531

282,051

5,288

74,853

438,652

5,048,796

905

6,297

5,000

60,290

25,445

97,937

410,436

288,348

10,288

135,143

464,097

5,146,733
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（歳出）

款

地 方 債 そ の 他

特 定 財 源

単位：千円

国道支出金

歳 出 合 計

　　計　　補正前の額 補 正 額

 2

 4

 6

 8

10

総 務 費

衛 生 費

農 林 水 産 業 費

土 木 費

教 育 費

726,043

414,910

155,658

332,293

516,087

5,048,796

21,378

819

11,120

63,799

821

97,937

747,421

415,729

166,778

396,092

516,908

5,146,733

268

737

5,560

637

7,202

10,000

10,000

5,000

5,000

16,110

82

5,560

53,162

821

75,735

補 正 予 算 額 の 財 源 内 訳

一般財源
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目

款

項

（２）歳入

補 正 前 の 額 補 正 額     計     

13 国庫支出金 409,531 905 410,436

  2 国庫補助金 89,548 905 90,453

   1 総務費国庫補助金 18,950 268 19,218

   5 土木費国庫補助金 15,218 637 15,855

14 道支出金 282,051 6,297 288,348

  2 道補助金 55,053 6,297 61,350

   2 衛生費道費補助金 4,858 737 5,595

   3 農林水産業費道費補助金 23,745 5,560 29,305

16 寄附金 5,288 5,000 10,288

  1 寄附金 5,288 5,000 10,288

   1 寄附金 5,288 5,000 10,288

18 繰越金 74,853 60,290 135,143

  1 繰越金 74,853 60,290 135,143

   1 繰越金 74,853 60,290 135,143

20 町債 438,652 25,445 464,097

  1 町債 438,652 25,445 464,097

   3 土木債 29,700 10,000 39,700

   6 臨時財政対策債 173,252 15,445 188,697

     歳     入     合     計 5,048,796 97,937 5,146,733
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金 額区 分

説 明

節

単位：千円

 2 戸 籍 住 民 登 録 費 補 助 金 268個人番号カード交付事務費補助                

 2 住 宅 費 補 助 金 637社会資本整備総合交付金                      

 1 保 健 衛 生 費 補 助 金 737北海道海岸漂着物地域対策推進事業補助        

 3 水 産 業 費 補 助 金 5,560地域づくり総合交付金                        
　ナマコ養殖育成施設整備事業補助　　　 2,500
　ナマコ増殖施設整備事業補助　         2,000
日本海漁業振興緊急対策事業補助         1,060

 1 寄 附 金 5,000ふるさと応援寄附金                          

 1 前 年 度 繰 越 金 60,290前年度繰越金                                

 2 道 路 橋 梁 事 業 債 10,000町道江差中学校通り改良舗装                  

 1 臨 時 財 政 対 策 債 15,445臨時財政対策債                              
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地 方 債 そ の 他

特 定 財 源
一般財源

目

款

項

（３）歳出

国道支出金

補正前の額 補 正 額     計    

補 正 予 算 額 の 財 源 内 訳

 2 総務費 726,043 21,378 747,421 268 5,000 16,110

  1 総務管理費 660,177 20,017 680,194 5,000 15,017

   1 一般管理費 486,408 270 486,678 270

   5 財産管理費 77,427 7,099 84,526 7,099

   6 企画費 60,311 8,893 69,204 5,000 3,893

  10 諸費 11,512 3,755 15,267 3,755

  3 戸籍住民登録費 21,111 1,361 22,472 268 1,093

   1 戸籍住民登録 21,111 1,361 22,472 268 1,093
     費           

 4 衛生費 414,910 819 415,729 737 82

  1 保健衛生費 414,910 819 415,729 737 82

   3 環境衛生費 13,407 819 14,226 737 82

 6 農林水産業費 155,658 11,120 166,778 5,560 5,560

  3 水産業費 24,357 11,120 35,477 5,560 5,560

   2 水産業振興費 16,598 11,120 27,718 5,560 5,560

 8 土木費 332,293 63,799 396,092 637 10,000 53,162
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金 額区 分

説 明

節

単位：千円

13 委 託 料 270 社会保障・税番号制度に係るＶＰＮ装置設定等委
託                                          

 8 報 償 費 360 未利用町有地等売却促進子育て世帯用商品券交付

19 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金 6,739 未利用町有地等売却促進奨励金                

11 需 用 費 2,044 消耗品費                                    

12 役 務 費 920 通信運搬費                                  

13 委 託 料 929 ふるさと応援寄附金事務委託等                

25 積 立 金 5,000 ふるさと応援基金積立金                      

23 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料 3,755 平成２６年度障害者自立支援給付費国庫負担金返
還　　　　　　　　　　　　　　　　　　 2,507
平成２６年度障害者自立支援給付費道費負担金返
還　　　　　　　　　　　　　　　　　　 1,248

 3 職 員 手 当 等 208 時間外勤務手当                              

11 需 用 費 80 消耗品費                                    

13 委 託 料 83 個人番号カード等印刷機保守委託              

18 備 品 購 入 費 990 個人番号カード等印刷機                      

11 需 用 費 220 消耗品費                                  81
燃料費                                   139

12 役 務 費 58 手数料                                      

14 使 用 料 及 び 賃 借 料 541 重機借上料                                  

19 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金 11,120 ナマコ増殖施設整備事業補助　　　       4,000
ナマコ養殖育成施設整備事業補助　　　   5,000
ナマコ養殖試験種苗購入補助　　　　　　 2,120
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地 方 債 そ の 他

特 定 財 源
一般財源

目

款

項

国道支出金

補正前の額 補 正 額     計    

補 正 予 算 額 の 財 源 内 訳

  2 道路橋梁費 87,456 62,524 149,980 10,000 52,524

   1 道路維持費 52,467 35,342 87,809 35,342

   4 道路新設改良 0 27,182 27,182 10,000 17,182
     費           

  6 住宅費 39,584 1,275 40,859 637 638

   1 住宅管理費 39,584 1,275 40,859 637 638

10 教育費 516,087 821 516,908 821

  2 小学校費 104,002 821 104,823 821

   1 学校管理費 78,900 821 79,721 821

　歳　出　合　計　 5,048,796 97,937 5,146,733 7,202 10,000 5,000 75,735
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金 額区 分

説 明

節

単位：千円

 7 賃 金 6,268 臨時作業員                                  

11 需 用 費 5,656 消耗品費                               3,572
光熱水費                               1,934
修繕料                                   150

13 委 託 料 22,561 ＪＲ江差線廃線に伴う道路整備概略調査設計委託
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　3,003
防雪柵設置委託                       　2,423
町道除雪業務委託　                  　17,135

14 使 用 料 及 び 賃 借 料 857 重機借上料                                  

15 工 事 請 負 費 27,182 町道江差中学校通り改良舗装工事              

13 委 託 料 1,275 町営住宅南が丘第１団地耐力度調査業務委託    

15 工 事 請 負 費 821 南が丘小学校多目的ホール床暖房ボイラー改修工
事                                          
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（４）給与費明細書

１．特別職

期末手当

（千円）
年間支給率

（人） （千円） （千円） （月分） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

5,109

4.10

5,728

2.60

5,109

4.10

5,728

2.60

２．一般職

（１）総括

報 酬 給 料 職員手当 計

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

97 328,958 248,377 577,335 109,704 687,039

208 208 208

97 328,958 248,585 577,543 109,704 687,247

扶養手当 寒冷地手当 期末手当 勤勉手当 管理職手当 時間外手当 通勤手当 住居手当 児童手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

9,687 7,362 76,576 42,955 2,488 20,254 1,845 5,604 6,780

208

9,687 7,362 76,576 42,955 2,488 20,462 1,845 5,604 6,780

宿直手当
特殊勤務
手当

管理職特別
勤務手当

退職手当
組合負担金

（千円） （千円） （千円） （千円）

1,533 510 72,783

1,533 0 510 72,783

区 分
職 員 数

区 分 備　　　考

給　料 地域手当
寒冷地
手当

その他
の手当

議 員

その他の特
別 職

25,864 4,183

報　酬

12

211 21,118

長 等

計

補

正

前
225

21,118

47,604 14,952 177 79,196 20,958 100,15410,837 5,626

2 14,952 177

26,486

21,118

議 員

長 等

補

正

後

長 等 2 14,952

10,837

その他の特
別 職

177 25,864

補

正

額
計

議 員 12 26,486

177 79,196計 225 47,604 14,952

32,214

21,118
その他の特
別 職

211 21,118

職

員

手

当

の

内

訳

補 正 前

補 正 額

補 正 後

補 正 前

補 正 額

補 正 後

補 正 前

補 正 額

補 正 後

区分

区 分

給 与 費
職員数 共済費

共済費 合　計

5,626 30,047

32,214 16,775 48,989

計

給 与 費

16,775 48,989

5,626

合　計

5,626

備　　考

100,154

4,183 30,047

21,118

20,958
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（２）給料及び職員手当の増減額の明細

増減額

（千円）

個人番号カード交付事務

208 208

説　　　明

給 与 改 定 に
伴 う 増 減 分

（千円）
備　　　　考

そ の 他 の
増 減 分

増減事由別内訳

そ の 他 の
増 減 分

制 度 改 正 に
伴 う 増 減 分

昇 給 に 伴 う
増 減 分

給 料

職 員 手 当

区　分

208
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（５）地方債の前々年度末における現在高並びに前年度末及び当該年度末における現在高の

　　　見込に関する調書

単位：千円

１ 普 通 債 1,967,882 2,380,987 98,200 252,017 2,227,170

(6) 土 木 債 165,237 104,995 10,000 33,088 81,907

４ そ の 他 3,988,318 3,897,481 349,397 365,215 3,881,663

(9) 臨時財政対策債 1,993,321 2,046,289 188,697 158,659 2,076,327

補正前の額 6,208,203 6,531,021 438,652 641,785 6,327,888

補正額 25,445 25,445

補正後の額 6,208,203 6,531,021 464,097 641,785 6,353,333

当該年度末
現在高見込額

前年度末
現在高見込額

前々年度末
現在高

区　　分

合計

当該年度中増減見込額

当該年度中
起債見込額

当該年度中
償還見込額
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議案第４号 

 

平成２７年度江差町介護保険特別会計補正予算（第３号）について 

 

平成２７年度江差町介護保険特別会計補正予算（第３号）は、次に定めるところによ

る。 

 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に、それぞれ９，９２８千円を追加し、歳入歳出予算の総

額を歳入歳出それぞれ１，０１９，７３８千円とし、保険事業勘定と介護サービス事

業勘定に区分する。 

（保険事業勘定） 

第２条 保険事業勘定の歳入歳出予算の総額に、それぞれ９，９２８千円を追加し、歳

入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ１，０１４，２６５千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分毎の金額並びに補正後の歳入歳出予 

 算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正 保険事業勘定」による。 

 

 

平成２７年９月１４日提出 

 

 

江差町長 照 井 誉之介 

 

 

 

   提案理由 

 平成２７年度江差町介護保険特別会計補正予算の調整後に生じた事由に基づいて、既

定の予算に追加その他変更をする必要が生じたことによる。 

47



48



（単位：千円）

款 目 国庫支出金 道支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

諸支出金 償還金
平成２６年度介護給付
費負担金等返還

9,928 9,928

9,928 9,928計

平成２７年度　介護保険特別会計（保険事業勘定）補正予算構成表

科目
事業名 補正額

財源内訳
備考
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第１表　歳入歳出予算補正　保険事業勘定
歳  入 単位：千円

款 項 補正前の額 補 正 額 　　計　　

歳 入 合 計

 9繰 越 金 540 9,928 10,468

 1繰 越 金 540 9,928 10,468

1,004,337 9,928 1,014,265
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歳  出 単位：千円

款 項 補正前の額 補 正 額 　　計　　

歳 出 合 計

 6諸 支 出 金 2,165 9,928 12,093

 1還 付 金 及 び 割 引 料 500 9,928 10,428

1,004,337 9,928 1,014,265
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（１）総括　保険事業勘定

歳入歳出補正予算事項別明細書

（歳入）
単位：千円

款 　 　 計 　 　　 補 正 額 　補 正 前 の 額

歳 入 合 計

　９ 繰 越 金 540

1,004,337

9,928

9,928

10,468

1,014,265
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（歳出）

款

地 方 債 そ の 他

特 定 財 源

単位：千円

国道支出金

歳 出 合 計

　　計　　補正前の額 補 正 額

 6諸 支 出 金 2,165

1,004,337

9,928

9,928

12,093

1,014,265 0 0 0

9,928

9,928

補 正 予 算 額 の 財 源 内 訳

一般財源
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目

款

項

（２）歳入（保険事業勘定）

補 正 前 の 額 補 正 額     計     

 9 繰越金 540 9,928 10,468

  1 繰越金 540 9,928 10,468

   1 繰越金 540 9,928 10,468

     歳     入     合     計 1,004,337 9,928 1,014,265
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金 額区 分

説 明

節

単位：千円

 1 繰 越 金 9,928前年度繰越金                                
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地 方 債 そ の 他

特 定 財 源
一般財源

目

款

項

（３）歳出（保険事業勘定）

国道支出金

補正前の額 補 正 額     計    

補 正 予 算 額 の 財 源 内 訳

 6 諸支出金 2,165 9,928 12,093 9,928

  1 還付金及び割引 500 9,928 10,428 9,928
    料            

   2 償還金 0 9,928 9,928 9,928

　歳　出　合　計　 1,004,337 9,928 1,014,265 0 0 0 9,928
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金 額区 分

説 明

節

単位：千円

23 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料 9,928 平成２６年度介護給付費国庫負担金返還   3,745
平成２６年度介護給付費道費負担金返還　   823
平成２６年度介護給付費支払基金交付金返還    
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 5,346
平成２６年度地域支援事業費支払基金交付金返還
                                       　 14
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議案第５号

　　　平成２７年度江差町水道事業会計補正予算（第１号）について

（総則）

第１条　平成２７年度江差町水道事業会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによ

　る。

（資本的支出）

第２条　予算第４条資本的支出の予定額を次のとおり補正する。

支出 （単位：千円）

款 項 （既定予定額） （補正予定額） （計）

１資本的支出 275,452 6,088 281,540

１建設改良費 31,796 6,088 37,884

　　平成２７年９月１４日提出

江差町長　照　井　誉之介

提案理由

　平成２７年度江差町水道事業会計予算の調整後に生じた理由に基づいて、既定の予算に

追加する必要が生じたため。
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１．平成２７年度江差町水道事業会計予算実施計画

（資本的支出） （単位：千円）

２．平成２７年度水道事業予定キャッシュフロー計算書

　　（平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日まで）
（単位：千円）

　１　業務活動によるキャッシュフロー
　　　　当期純損益
　　　　減価償却費
　　　　固定資産除却費
　　　　賞与引当金の増減額
　　　　長期前受金戻入額
　　　　受取利息及び配当金
　　　　支払利息等
　　　　未収金の増減額（△は増加）
　　　　未払金の増減額（△は減少）
　　　　たな卸資産の増減額
　　　　小計
　　　　利息及び配当金の受取額
　　　　利息の支払額
　　　　業務活動によるキャッシュフロー
　２　投資活動によるキャッシュフロー
　　　　有形固定資産の取得による支出
　　　　負担金等による収入
　　　　投資活動によるキャッシュフロー
　３　財務活動によるキャッシュフロー
　　　　一時借入金による収入
　　　　一時借入金の返済による支出
　　　　建設改良等の財源に充てるための企業債による収入
　　　　建設改良等の財源に充てるための企業債の償還による支出
　　　　財務活動によるキャッシュフロー

　　　資金増加額（又は減少額）
　　　資金期首残高
　　　資金期末残高

款

 1.資本的支出

項

 1.建設改良費

△ 1,085

6,088

6,088

計

281,540

△ 10

目

 1.配水設備拡張費

既定予定額

275,452

31,796

21,438

6,088

37,884

27,526

補正予定額

65,368
190,820

4,001
1,055

△ 33,812
△ 10

81,674
△ 292

21,400

307,709
10

△ 81,674
226,045

△ 37,884

△ 243,656
△ 222,256

△ 34,095
40,000
5,905

0
△ 37,884

100,000
△ 100,000
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議案第６号 

 

   北海道町村議会議員公務災害補償等組合規約の変更について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２８６条第１項の規定により、北海道町村

議会議員公務災害補償等組合規約を次のとおり変更する。 

 

 

平成２７年９月１４日提出 

 

 

                        江差町長 照 井 誉之介 

 

 

 

提案理由 

  北海道町村議会議員公務災害補償等組合規約第１条の整備、また、道央地区環境衛

生組合および南渡島青少年指導センター組合の脱退に伴い、規約別表第１の変更につ

いて協議するため、本案を提出するもの。 
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北海道町村議会議員公務災害補償等組合規約の一部を変更する規約 

 

 北海道町村議会議員公務災害補償等組合規約（昭和４３年５月１日地方第７２２号指

令許可）の一部を次のように変更する。 

 

 第１条中「併せて、地方公務員等共済組合法（昭和３７年法律第１５２号）第１１章

の規定に基づく町村議会議員共済会に関する事務と相互調整をはかることによつて、本

制度の健全なる運営をはかることを目的とする。」を削り、「議員及びその遺族の生活の

安定と福祉の向上に寄与することを目的とする。」を加える。 

 

 別表第１中「道央地区環境衛生組合」、「東十勝消防事務組合」、「西十勝消防組合」、「南

十勝消防事務組合」、「北十勝消防事務組合」及び「南渡島青少年指導センター組合」を

削り、「とかち広域消防事務組合」を加える。 

 

   附 則 

 この規約は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２８６条第１項の規定による

総務大臣の許可の日から施行する。ただし、別表第１の改正規定中、東十勝消防事務組

合、西十勝消防組合、南十勝消防事務組合、北十勝消防事務組合を削る部分は、平成２

８年４月１日から施行する。 
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第７号議案 

 

北海道市町村職員退職手当組合規約の変更について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２８６条第１項の規定により、北海道

市町村職員退職手当組合規約を次のとおり変更する。 

 

 

平成２７年９月１４日提出 

 

 

                       江差町長 照 井 誉之介 

 

 

 

提案理由 

道央地区環境衛生組合及び南渡島青少年指導センター組合が平成２７年３月３１

日解散により脱退し、地方自治法第２８６条第１項の規定による総務大臣の許可の

日からとかち広域消防事務組合が加入し、西十勝消防組合、北十勝消防事務組合、

東十勝消防事務組合及び南十勝消防事務組合が平成２８年３月３１日解散により脱

退することに伴い、北海道市町村職員退職手当組合規約別表を変更すること及び規

約を左横書きに改めることについて協議するため、本案を提出するもの。
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   北海道市町村職員退職手当組合規約の一部を変更する規約 

 

 北海道市町村職員退職手当組合規約（昭和３２年１月２３日３２地第１７５号指令許可）

の一部を次のように変更する。 

 

 別表の一部事務組合（石狩）の項中「道央地区環境衛生組合 」を削り、同表の（渡島）

の項中「南渡島青少年指導センター組合 」を削り、同表の（十勝）の項中「西十勝消防組

合 北十勝消防事務組合 」及び「東十勝消防事務組合 南十勝消防事務組合 」を削り、

「北十勝２町環境衛生処理組合」の下に「 とかち広域消防事務組合」を加える。 

 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この規約は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２８６条第１項の規定による総

務大臣の許可の日から施行する。ただし、別表の（十勝）の項の改正規定（「 とかち広

域消防事務組合」を加える改正規定を除く。）は平成２８年４月１日から施行する。 

 （規約の左横書き） 

２ 変更後の北海道市町村職員退職手当組合規約は、左横書きに改める。この場合において、

漢数字は、固有名詞の全部又は一部をなす場合又は熟語の一部をなす場合以外はアラビア

数字に、号の番号は、横括弧で囲んだものに、第５条の表中「同上」を「同左」に、表及

び別表の構成は、変更前の規約における右方は変更後における上方と、変更前の規約にお

ける上方は変更後の規約における左方とし、促音として用いる「つ」の表記が大書きのも

のは、小書きに改める。 
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議案第８号 

 

北海道市町村総合事務組合規約の変更について 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２８６条第１項の規定により、北海道市

町村総合事務組合規約を次のように変更する。 

 

 

平成２７年９月１４日提出 

 

 

江差町長 照 井 誉之介 

 

 

 

提案理由 

構成団体について、６団体の脱退と１団体の加入に伴う北海道市町村総合事務組合

規約別表第１の変更を協議するため並びに共同処理する第１項から第７項までの事務

について、５団体の脱退と１８団体の加入及び共同処理する第９項の事務について、

６団体の脱退と１団体の加入に伴う同規約別表第２の変更について協議するため本案

を提出するもの。 
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北海道市町村総合事務組合規約の一部を変更する規約 

 
 北海道市町村総合事務組合規約（平成７年３月７日市町村第１９７３号指令）の一部を次のよう

に変更する。 

 
別表第１（第２条関係）石狩振興局（１６）の項中「（１６）」を「（１５）」に改め、「、道央地区

環境衛生組合」を削り、同表渡島総合振興局（１７）の項中「（１７）」を「（１６）」に改め、「、南

渡島青少年指導センター組合」を削り、同表十勝総合振興局（２８）の項中「（２８）」を「（２５）」

に改め、「、東十勝消防事務組合」及び「、北十勝消防事務組合、西十勝消防組合、南十勝消防事務

組合」を削り、「十勝中部広域水道企業団」の次に「、とかち広域消防事務組合」を加える。 

 
 別表第２（第３条関係）１から７の項の共同処理する団体欄中「白老町」の次に「、音更町、士

幌町、上士幌町、鹿追町、新得町、清水町、芽室町、中札内村、更別村、大樹町、広尾町、幕別町、

池田町、豊頃町、本別町、足寄町、陸別町、浦幌町」を加え、「、東十勝消防事務組合、西十勝消防

組合、南十勝消防事務組合、北十勝消防事務組合、池北三町行政事務組合」を削り、同表９の項の

共同処理する団体欄中「、道央地区環境衛生組合」、「、南渡島青少年指導センター組合」、「、東十

勝消防事務組合」及び「、北十勝消防事務組合、西十勝消防組合、南十勝消防事務組合」を削り、

「十勝中部広域水道企業団」の次に「、とかち広域消防事務組合」を加える。 

 
附 則 

この規約は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２８６条第１項の規定による総務大臣の

許可の日から施行する。ただし、別表第１（第２条関係）十勝総合振興局（２５）の項中の改正規

定（「、とかち広域消防事務組合」を加える改正規定を除く。）、別表第２（第３条関係）１から７の

項の共同処理する団体欄中の改正規定及び別表第２（第３条関係）９の項の共同処理する団体欄中

の改正規定（「、道央地区環境衛生組合」、「、南渡島青少年指導センター組合」を削る改正規定及び

「、とかち広域消防事務組合」を加える改正規定を除く。）は、平成２８年４月１日から施行する。 
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同意第１号 

 

教育委員会委員の任命について 

 

下記の者を教育委員会委員に任命したいので、地方教育行政の組織及び運営に関する

法律第４条第２項の規定により、議会の同意を求める。 

 

記 

 

１ 住 所   檜山郡江差町字橋本町４３番地 

 

２ 氏 名   高 岡 広 明 

        （昭和３４年８月１９日生・５６歳） 

 

 

平成２７年９月１４日提出 

 

江差町長 照 井 誉之介 
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